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公立大学法人神戸市看護大学細則第２号 

  公立大学法人神戸市看護大学非常勤講師等の勤務時間，休日，休暇等に関する規程

施行細則の一部を改正する細則 

公立大学法人神戸市看護大学非常勤講師等の勤務時間，休日，休暇等に関する規程施行

細則（2019年４月細則第12号）の一部を次のように改正する。 

（改正前） （改正後） 

（休暇の単位） 

第４条 規程に定めるところの休暇の単位

は，１日を単位として与える。 

 （病気休暇） 

第５条 病気休暇の期間は，10日（規程第

６条第１項に規定する週休日及び規程第

８条第１項に規定する職員の休日を含

む。）の範囲内で，医師の証明等に基づき

最小限度必要と認める期間とする。ただ

し，使用した病気休暇の末日から６月以

内に再び病気休暇を使用する場合には，

前の病気休暇の期間を通算する。 

（特別休暇） 

第６条 規程第23条に規定する細則で定め

る特別休暇は，生理休暇，産前休暇，産

後休暇，夏季休暇，子の看護休暇及び短

期の介護休暇とする。 

２ 特別休暇の期間については，日数で定

められているものを除き，週休日及び職

員の休日を含むものとする。 

（生理休暇） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する業

務に従事する女性職員（規程第２条第２ 

（休暇の単位） 

第４条 規程の定めるところの休暇の単位

は，１日を単位として与える。 

 （病気休暇） 

第５条 病気休暇の期間は，10日（規程第

８条第１項に規定する週休日及び規程第

９条第１項に規定する職員の休日を含

む。）の範囲内で，医師の証明等に基づき

最小限度必要と認める期間とする。ただ

し，使用した病気休暇の末日から６月以

内に再び病気休暇を使用する場合には，

前の病気休暇の期間を通算する。 

（特別休暇） 

第６条 規程第23条に規定する細則で定め

る特別休暇は，生理休暇，産前休暇，産

後休暇，夏季休暇，子の看護休暇及び短

期の介護休暇とする。 

２ 特別休暇の期間については，日数で定

められているものを除き，週休日及び職

員の休日を含むものとする。 

（生理休暇） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する業

務に従事する女性職員（規程第２条第２ 



号に規定する職員（以下「パートタイム

職員等」という。）が生理日に休養を願い

出たときは，生理休暇を与える。 

 ⑴ 大部分の労働時間が立ち作業又は下

し作業を必要とする業務 

⑵ 著しく精神的又は神経的な緊張を必

要とする業務 

⑶ 任意に作業を中断することができな

い業務 

⑷ 運搬，けん引，持ち上げその他相当

の筋肉的労働を必要とする業務 

⑸ 身体の動揺，振動又は衝撃を伴う業  

務 

２ 前項の規定にかかわらず，生理日の就

業が著しく困難な女性職員が休養を願い

出たときは，生理休暇を与える。 

（産前休暇） 

第８条 出産予定の女性職員が産前の休養

を請求した場合には，その予定日以前８

週間（多胎妊娠の場合にあっては，14週

間）の産前休暇を与える。ただし，出産

が出産予定日より遅れた場合には，出産

予定日の翌日から出産日までの間も産前

休暇とする。 

 （産後休暇） 

第９条  出産した女性職員には，産後の休

養として，出産日の翌日から起算して８

週間の産後休暇を与える。 

（夏季休暇） 

第10条 パートタイム職員等（休職中の者

及び引き続き１月以上欠勤中の者を除

く。）が夏季（６月１日から９月30日まで

の間をいう。）においてにおいて願い出た 

号に規定する職員（以下「パートタイム

職員等」という。）が生理日に休養を願い

出たときは，生理休暇を与える。 

 ⑴ 大部分の労働時間が立ち作業又は下

し作業を必要とする業務 

⑵ 著しく精神的又は神経的な緊張を必

要とする業務 

⑶ 任意に作業を中断することができな

い業務 

⑷ 運搬，けん引，持ち上げその他相当

の筋肉的労働を必要とする業務 

⑸ 身体の動揺，振動又は衝撃を伴う業  

務 

２ 前項の規定にかかわらず，生理日の就

業が著しく困難な女性職員が休養を願い

出たときは，生理休暇を与える。 

（産前休暇） 

第８条 出産予定の女性職員が産前の休養

を請求した場合には，その予定日以前８

週間（多胎妊娠の場合にあっては，14週

間）の産前休暇を与える。ただし，出産

が出産予定日より遅れた場合には，出産

予定日の翌日から出産日までの間も産前

休暇とする。 

 （産後休暇） 

第９条  出産した女性職員には，産後の休

養として，出産日の翌日から起算して８

週間の産後休暇を与える。 

（夏季休暇） 

第10条 パートタイム職員等（休職中の者

及び引き続き１月以上欠勤中の者を除

く。）が夏季（６月１日から９月30日まで

の間をいう。）においてにおいて願い出た 



場合には，次の区分により，夏季休暇を

与える。 

 ⑴ 年間の所定労働日数が200日以上のも

の 次に定める日数 

  ア 継続した勤務が１年未満のとき 

３日 

  イ 継続した勤務が１年以上２年未満 

４日 

  ウ 継続した勤務が２年以上 ５日 

⑵ 年間の所定労働日数が100日以上200

日未満のもの 次に定める日数 

  ア 継続した勤務が１年未満のとき 

１日 

  イ 継続した勤務が１年以上２年未満 

２日 

  ウ 継続した勤務が２年以上 ５日 

２ 業務上の都合等により，夏季休暇を９

月30日までに与えることができない契約

事務職員等については，理事長の承認を

得て，10月31日までその期間を延長する

ことができる。 

（子の看護休暇） 

第11条 中学校就学の始期に達するまでの

子（配偶者の子を含む。）を養育するパー

トタイム職員等が，その子の看護（負傷

し，若しくは疾病にかかったその子の世

話又は疾病の予防を図るために必要なそ

の子の世話を行うことをいう。）のため勤

務しないことが相当であると認められる

場合，願い出により，１の年度につき５

日（対象となる子が２人以上の場合にあ

っては，10日）の子の看護休暇を与え

る。 

場合には，次の区分により，夏季休暇を

与える。 

 ⑴ 年間の所定労働日数が200日以上のも

の 次に定める日数 

  ア 継続した勤務が１年未満のとき 

３日 

  イ 継続した勤務が１年以上２年未満 

４日 

  ウ 継続した勤務が２年以上 ５日 

⑵ 年間の所定労働日数が100日以上200

日未満のもの 次に定める日数 

  ア 継続した勤務が１年未満のとき 

１日 

  イ 継続した勤務が１年以上２年未満 

２日 

  ウ 継続した勤務が２年以上 ５日 

２ 業務上の都合等により，夏季休暇を９

月30日までに与えることができない契約

事務職員等については，理事長の承認を

得て，10月31日までその期間を延長する

ことができる。 

（子の看護休暇） 

第11条 中学校就学の始期に達するまでの

子（配偶者の子を含む。）を養育するパー

トタイム職員等が，その子の看護（負傷

し，若しくは疾病にかかったその子の世

話又は疾病の予防を図るために必要なそ

の子の世話を行うことをいう。）のため勤

務しないことが相当であると認められる

場合，願い出により，１の年度につき５

日（対象となる子が２人以上の場合にあ

っては，10日）の子の看護休暇を与え

る。 



（短期の介護休暇） 

第12条 負傷，疾病又は老齢により日常生

活を営むのに支障がある者で次に掲げる

者（以下この条において「要介護者」と

いう。）の介護等を行うパートタイム職員

等が，当該介護等を行うため勤務しない

ことが相当であると認められる場合，願

い出により１の年度につき５日（要介護

者が２人以上の場合にあっては，10日）

の短期の介護休暇を与える。ただし，第

３号に掲げる者については職員と同居し

ているものとする。 

 ⑴ 配偶者，父母，子，配偶者の父母 

⑵ 祖父母，孫及び兄弟姉妹 

⑶ 職員又は配偶者との間において事実

上父母と同様の関係にあると認められ

る者及び職員との間において事実上子

と同様の関係にあると認められる者で

次に定めるもの 

  ア 父母の配偶者 

  イ 配偶者の父母の配偶者 

  ウ 子の配偶者 

  エ 配偶者の子 

 （病気休暇及び特別休暇の承認等） 

第13条 規程第24条に規定する細則で定め

るものは，第８条及び第９条に規定する

休暇とする。 

第14条 規程第24条に規定する承認を受け

ようとする職員は，事前に理事長に願い

出なければならない。ただし，やむを得

ない事情により事前に休暇の願い出をす

ることができなかった場合については，

この限りではない。 

 （短期の介護休暇） 

第12条 負傷，疾病又は老齢により日常生

活を営むのに支障がある者で次に掲げる

者（以下この条において「要介護者」と

いう。）の介護等を行うパートタイム職員

等が，当該介護等を行うため勤務しない

ことが相当であると認められる場合，願

い出により１の年度につき５日（要介護

者が２人以上の場合にあっては，10日）

の短期の介護休暇を与える。ただし，第

３号に掲げる者については職員と同居し

ているものとする。 

 ⑴ 配偶者，父母，子，配偶者の父母 

⑵ 祖父母，孫及び兄弟姉妹 

⑶ 職員又は配偶者との間において事実

上父母と同様の関係にあると認められ

る者及び職員との間において事実上子

と同様の関係にあると認められる者で

次に定めるもの 

  ア 父母の配偶者 

  イ 配偶者の父母の配偶者 

  ウ 子の配偶者 

  エ 配偶者の子 

 （病気休暇及び特別休暇の承認等） 

第13条 規程第24条に規定する細則で定め

るものは，第８条及び第９条に規定する

休暇とする。 

第14条 規程第24条に規定する承認を受け

ようとする職員は，事前に理事長に願い

出なければならない。ただし，やむを得

ない事情により事前に休暇の願い出をす

ることができなかった場合については，

この限りではない。 



２ 職員は，前項ただし書の場合におい

て，その休暇を受けるべき事由の生じた

ときからできるだけ速やかに，理事長に

願い出て承認を受けなければならない。 

（給与の取扱い） 

第15条 理事長は，年次有給休暇，病気休

暇及び特別休暇（夏期休暇に限る。）によ

る場合その他その勤務しないことにつき

特に承認のあった場合は，常勤職員に対

し，給与を支給するものとする。 

第４条 略 

２ 職員は，前項ただし書の場合におい

て，その休暇を受けるべき事由の生じた

ときからできるだけ速やかに，理事長に

願い出て承認を受けなければならない。 

（給与の取扱い） 

第15条 理事長は，年次有給休暇，病気休

暇及び特別休暇（夏期休暇に限る。）によ

る場合その他その勤務しないことにつき

特に承認した場合は，給与を支給するも

のとする。 

第16条 略 

附 則   

 この細則は，公布の日から施行する。 

  


